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■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
　お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■当運用報告書についてのお問い合わせ

コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／内外／株式

信託期間 無期限（設定日：1997年10月29日）

運用方針 日本の取引所に上場している株式を主要
投資対象とし、信託財産の成長を図るこ
とを目的として、積極的な運用を行うこ
とを基本とします。

主要投資対象 日本の取引所に上場している株式

当ファンドの
運用方法

■主として、日本の株式を主要投資対象
とします。また、純資産総額の30％を
上限に、海外の優良企業の株式の組入
れも行います。

■外貨建株式に投資する場合は、原則と
して対円での為替ヘッジを行います。

■日本経済再生の牽引役になると思われ
る企業の株式を中心に投資します。

■銘柄選択にあたっては、財務内容のみ
ならず技術力、市場優位性、経営方針
等を重視し、総合的に判断します。

■株式の組入比率は、株式市況の動向な
どを勘案して弾力的に変更します。

組入制限 ■株式への投資割合には、制限を設けま
せん。

■外貨建資産への投資割合は、信託財産
の純資産総額の30％以下とします。

分配方針 ■年２回（原則として毎年４月および10
月の22日。休業日の場合は翌営業日）
決算を行い、分配を行います。

■分配対象額は、利子・配当収入と売買
益（評価益を含みます。）等の合計額
とします。

■分配金額は、委託会社が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定しま
す。

※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。

三井住友・
株式アナライザー・

オープン
【運用報告書（全体版）】

（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

第 57 期

決算日 2026年４月22日

受益者の皆さまへ

平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。

当ファンドは日本の取引所に上場している株式を

主要投資対象とし、信託財産の成長を図ることを

目的として、積極的な運用を行うことを基本とし

ます。当期についても、運用方針に沿った運用を

行いました。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。
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三井住友・株式アナライザー・オープン

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 （参 考 指 数）

ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み） 株式組入
比 率

純 資 産
総 額

(分配落) 税 込
分 配 金

期 中
騰 落 率

期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
53期（2024年４月22日） 12,290 380 19.4 4,519.02 20.3 97.0 1,939

54期（2024年10月22日） 12,022 370 0.8 4,553.88 0.8 97.8 1,887

55期（2025年４月22日） 11,087 330 △ 5.0 4,406.20 △ 3.2 97.3 1,733

56期（2025年10月22日） 14,677 440 36.3 5,750.48 30.5 98.6 2,202

57期（2026年４月22日） 17,538 530 23.1 6,669.65 16.0 96.8 2,634

※基準価額の騰落率は分配金込み。

※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。

※配当込みＴＯＰＩＸ（「ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）」ということがあります。）の指数値およびＴＯＰＩＸ（東証株価指数、

配当込み）にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知

的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）に関するすべての権利・ノウハウおよびＴ

ＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、ＴＯＰＩＸ（東証

株価指数、配当込み）の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。当ファンドは、ＪＰＸにより提供、

保証または販売されるものではなく、当ファンドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負

いません。

※参考指数は市場の動きを示す目的で記載しており、当ファンドが当該参考指数を意識して運用しているわけではありません。

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 （参 考 指 数）

ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み） 株 式 組 入
比 率

騰 落 率 騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％ ％
2025年10月22日 14,677 － 5,750.48 － 98.6

10月末 15,195 3.5 5,865.99 2.0 98.6

11月末 15,229 3.8 5,949.55 3.5 98.6

12月末 15,275 4.1 6,010.98 4.5 99.3

2026年１月末 16,130 9.9 6,288.77 9.4 99.7

２月末 18,403 25.4 6,947.17 20.8 99.5

３月末 16,079 9.6 6,229.53 8.3 98.0

（期　　　末）
2026年４月22日 18,068 23.1 6,669.65 16.0 96.8

※期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。

※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。
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１ 運用経過
基準価額等の推移について（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額および参考指数は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。
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分配金再投資基準価額（円）: 左軸

純資産総額（百万円）: 右軸

参考指数 : 左軸
基準価額（円）: 左軸

期　　首 14,677円

期　　末 17,538円
（既払分配金530円（税引前））

騰 落 率 ＋23.1％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※当ファンドの参考指数は、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）です。
※配当込みＴＯＰＩＸ（「ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）」ということがあります。）の指数値およびＴＯＰＩＸ（東
証株価指数、配当込み）にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下
「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込
み）に関するすべての権利・ノウハウおよびＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）にかかる標章または商標に関するす
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基準価額の主な変動要因（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

　日本の取引所に上場している株式を主要投資対象とし、徹底したボトム・アップ・アプローチ
により、日本経済再生のけん引役になると思われる企業の株式に投資を行いました。また、純資
産総額の30％を上限として、海外の優良企業の株式の組み入れも行い、対円での為替ヘッジを
行いました。

上昇要因
●国内企業の業績および資本効率の改善が続くと期待されたこと
●古河電気工業、レゾナック・ホールディングス、キオクシアホールディングスなどの株
価が上昇したこと

●アルファベットの株価が上昇したこと

下落要因
●中東情勢の緊迫化に伴う原油価格の急騰が、景気や企業業績に及ぼす影響に対して警戒
されたこと

●ソニーグループ、ソフトバンクグループ、スズキなどの株価が下落したこと
●マイクロソフトの株価が下落したこと

べての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）の指数値の算出または公表の誤
謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。当ファンドは、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものでは
なく、当ファンドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。
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投資環境について（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

国内株式市場は上昇しました。

　期前半は、高市首相の就任に伴う積極財
政への期待から上昇しました。その後、高
値警戒感や日中関係悪化懸念、日銀の追加
利上げなどが生じたものの、景気回復期待
などを背景に上昇基調が続きました。期後
半は、値動きの荒い展開となりました。
2026年初に衆議院解散観測が報じられると
上げ足を速め、自民党が圧勝すると高市政
権による成長戦略への期待が高まり、株価
は大幅に上昇しました。しかしながらその

後、米・イスラエルによるイラン攻撃によ
り地政学リスクが拡大し、原油価格の高騰
から世界景気減速への懸念が高まると、セ
ンチメント（心理）が急速に悪化し、大幅下
落となりました。加えて、イラン情勢によ
る原油高騰を受けてＦＯＭＣ（米連邦公開市
場委員会）が当面の利下げに慎重な姿勢を示
したことも、相場の重石となりました。期
末にかけては、米・イラン間における停戦
期待から反発しました。

国内株式

●業種配分
組入比率を引き上げた業種および個別銘柄
・ガラス・土石製品
スパークプラグで高いグローバルシェ
アを有し、半導体製造装置用製品の売
上拡大が見込まれる日本特殊陶業を組
み入れ

・電気機器
半導体製造装置の中長期的な業績成長
が見込まれる東京エレクトロン、ＡＩ

サーバー向けセラミックコンデンサの
売上拡大が見込まれ、セラミックコン
デンサの需給ひっ迫による値上げが期
待される村田製作所などを組み入れ

・非鉄金属
チタン銅、タンタル粉、ＩｎＰ基板等
を主力とするＪＸ金属、光デバイス・
光コネクタ・多芯ケーブルなどを主力
とする住友電気工業といったＡＩサー
バー向け製品の拡販による業績成長が
見込まれる企業を組み入れ

ポートフォリオについて（2025年10月23日から2026年４月22日まで）
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組入比率を引き下げた業種および個別銘柄
・機械
米住宅市場減速の影響を受けやすいと
思われるダイキン工業、インドネシア
向けの売上で回復感がみられない小松
製作所などを売却

・サービス業
中長期的でＡＩに事業機会が奪われる
可能性を警戒され、事業環境の不透明
感が高まっていたリクルートホール
ディングス、日中関係悪化で来園者数
に不透明感が出てきたオリエンタルラ

ンドなどを売却
・ゴム製品
イラン情勢による原油高騰や原材料の
調達難の懸念が残る横浜ゴムを売却

外国株式

　外国株式は期末時点で２銘柄を保有して
います。また、対円での為替ヘッジを行い
ました。
　期中は売買を行っておりません。
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※基準価額は分配金再投資ベース
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ベンチマークとの差異について（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

基準価額と参考指数の騰落率対比
　当ファンドは運用の指標となるベンチマー
クはありませんが、参考指数としてＴＯＰＩＸ
（東証株価指数、配当込み）を設けています。
　記載のグラフは、基準価額と参考指数の騰
落率の対比です。

分配金について（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合がありま
す。
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第57期

当期分配金 530
（対基準価額比率） （2.93％）

当期の収益 530
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 9,097

　期間の１万口当たりの分配金（税引前）は、
基準価額水準等を勘案し、左記の通りといた
しました。
　なお、留保益につきましては、運用の基本
方針に基づき運用いたします。
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２ 今後の運用方針
　世界景気は米国の利下げや主要国の財政
出動などにより回復基調にあると考えられ
ます。ただし、中東情勢の緊迫化に伴う原
油価格高騰や金融市場の動揺は景気下押し
要因になるため、留意が必要です。国内景
気は、持ち直す動きが続くと予想します。
マクロ面では、物価上昇のモメンタム（勢
い）と賃上げの流れが続くと想定します。ま
た、ミクロ面においても、資本コストや株
価への意識の高まりを受け、株主還元強化
や事業再編などによる資本効率改善の動き
が続くと期待されます。こうしたマクロお
よびミクロ面での変化は、日本株の中期的
な上昇を支える要因になると考えられます。
また、高市政権が掲げる積極的な経済対策
は、こうした流れを定着させる効果がある
と期待されます。ただし、国際情勢の緊迫

化、米国と主要国との貿易摩擦再燃、米国
におけるクレジットリスクを巡る不透明感
などを受けて、値動きが荒くなる場面もあ
ると想定します。
　業種配分では、持続的な収益成長が見込
まれる業種をオーバーウェイトとし、相対
的に業績回復が遅れている業種をアンダー
ウェイトとする方針です。
　銘柄選択においては、中長期的な業績向
上や資本効率改善が期待でき、バリュエー
ション（投資価値評価）の観点からも投資魅
力度が高いと考えられる銘柄を選好する方
針です。
　外国株については、中長期的に業績成長
が見込まれ、日本企業に無い投資機会を持
つ銘柄を選好します。

３ お知らせ
約款変更について

●「一般社団法人投資信託協会」を「一般社団法人資産運用業協会」へ名称を変更することとなった
ため、信託約款に所要の変更を行いました。� （適用日：2026年４月１日）
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三井住友・株式アナライザー・オープン

１万口当たりの費用明細（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a） 信 託 報 酬 89円 0.548％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は16,224円です。
投信会社:ファンド運用の指図等の対価
販売会社:交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの

管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社:ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実

行等の対価

（投 信 会 社） （40） （0.247）

（販 売 会 社） （40） （0.247）

（受 託 会 社） （9） （0.055）

（b） 売買委託手数料 9 0.058 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料:有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株 式） （9） （0.058）

（先物・オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c） 有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税:有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株 式） （－） （－）

（公 社 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d） そ の 他 費 用 0 0.003 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用:海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および

資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用:監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他:信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （0） （0.000）

（監 査 費 用） （0） （0.002）

（そ の 他） （－） （－）

合 計 99 0.609

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
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三井住友・株式アナライザー・オープン

参考情報 総経費率（年率換算）

※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則とし
て、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は1.11％です。

総経費率
1.11％

運用管理費用（投信会社）

0.50％

運用管理費用（販売会社）

0.50％

運用管理費用（受託会社）

0.11％

その他費用

0.01％

id24_26337431_03_osk三住DS_株式アナライザーO_運用経過（交流用）.indd   9id24_26337431_03_osk三住DS_株式アナライザーO_運用経過（交流用）.indd   9 2026/05/27   16:24:332026/05/27   16:24:33



10－　　－

三井住友・株式アナライザー・オープン

当期中の売買及び取引の状況（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

株　式

買 付 売 付

株 数 金 額 株 数 金 額

千株 千円 千株 千円

国 内 290.2 1,072,191 295 1,201,324
( 78.6) (       －)

※金額は受渡し代金。

※（　）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

項 目 当 期

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 2,273,515千円

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 2,403,905千円

(c) 売 買 高 比 率(a)／(b) 0.94
※(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。

※外貨建資産については、(a)は各月末（ただし、決算日の属する月については決算日）の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨

金額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。

利害関係人との取引状況等（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

(1) 利害関係人との取引状況

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ
Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 1,072 35 3.3 1,201 21 1.8

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2025年10月23日から2026年４月22日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

(2) 売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率

項 目 当 期

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 1,417千円

(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 43千円

(c) 　 (b)／(a) 3.1％

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害

関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。
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三井住友・株式アナライザー・オープン

組入れ資産の明細（2026年４月22日現在）

(1) 国内株式

銘 柄
期首(前期末) 期 末

株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円

建設業（3.1％）

コムシスホールディングス － 4.3 23,860

大成建設 0.5 0.5 8,012

長谷工コーポレーション 4.2 － －

鹿島建設 2.3 4.6 27,457

住友林業 12.2 9 12,978

積水ハウス 4.1 － －

きんでん 4.1 0.5 3,500

インフロニア・ホールディングス 6.5 － －

食料品（2.9％）

味の素 6.3 9.5 44,251

キユーピー 5.6 3.9 15,455

東洋水産 － 1.1 11,715

繊維製品（0.2％）

東レ － 5.1 5,742

化学（6.1％）

旭化成 15.1 7.5 11,501

レゾナック・ホールディングス 4.4 1.8 26,019

信越化学工業 2.2 2.9 19,261

東京応化工業 3.4 1.9 17,573

扶桑化学工業 2.5 － －

トリケミカル研究所 － 9.6 30,720

日本ペイントホールディングス － 10.5 10,387

ライオン 11.6 11.4 18,411

メック － 2 17,200

医薬品（1.5％）

参天製薬 11.3 11.1 18,681

第一三共 4 6.5 18,482

石油・石炭製品（0.5％）

ＥＮＥＯＳホールディングス 10.2 9.7 12,794

ゴム製品（－）

横浜ゴム 7.5 － －

ガラス・土石製品（3.5％）

日本特殊陶業 － 3.9 33,321

ＭＡＲＵＷＡ 0.3 0.7 52,262

鉄鋼（0.4％）

大和工業 0.9 0.8 9,604

非鉄金属（4.9％）

ＪＸ金属 － 8.9 43,209

古河電気工業 － 0.5 22,025

銘 柄
期首(前期末) 期 末

株 数 株 数 評 価 額

住友電気工業 1.6 3.3 35,310

フジクラ 2.8 3.6 21,546

機械（5.7％）

アマダ 7 6.8 16,949

ディスコ 0.2 0.3 22,449

守谷輸送機工業 4.3 8.5 16,065

小松製作所 4 － －

三菱化工機 2.2 2 6,110

荏原製作所 3.6 3.7 20,242

ダイキン工業 1.6 0.4 8,494

栗田工業 2.4 － －

ダイフク 1 － －

ＣＫＤ － 2.7 15,606

ＴＨＫ 3.4 － －

三菱重工業 8.2 8 36,064

電気機器（22.2％）

キオクシアホールディングス － 1.3 45,240

イビデン 2.4 3 33,600

日立製作所 11.6 5.3 26,680

三菱電機 5.4 5.3 31,455

富士電機 2.7 1.3 15,249

シンフォニア　テクノロジー 1.2 － －

明電舎 1.6 － －

ＫＯＫＵＳＡＩ　ＥＬＥＣＴＲＩＣ 3.3 － －

アドテック　プラズマ　テクノロジー － 9.2 23,699

ジーエス・ユアサ　コーポレーション － 1.7 10,968

日本電気 6.8 6.7 30,310

沖電気工業 6.2 11 37,840

アルバック 1.8 － －

パナソニック　ホールディングス － 6.7 19,999

ソニーグループ 18.1 8.9 29,752

ＴＤＫ 9.6 － －

鈴木 10.6 － －

ヒロセ電機 0.7 － －

古野電気 － 1.3 9,568

アドバンテスト 1.7 1.6 44,640

カシオ計算機 － 12.2 20,788

ファナック － 4.3 27,997

ローム － 6.7 24,729

村田製作所 － 7.2 35,359

東京エレクトロン 0.5 1.8 81,900
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三井住友・株式アナライザー・オープン

銘 柄
期首(前期末) 期 末

株 数 株 数 評 価 額

輸送用機器（5.4％）

川崎重工業 － 8.1 25,118

トヨタ自動車 25.1 21.9 69,882

武蔵精密工業 6.1 6 26,670

スズキ 18.5 6.4 11,680

精密機器（2.9％）

テルモ 8.6 11.6 24,505

島津製作所 4.5 － －

インターアクション － 9.9 16,909

ＨＯＹＡ 1.7 1.1 31,542

その他製品（1.9％）

バンダイナムコホールディングス 2.1 2 7,814

アシックス 4.7 8.8 40,216

任天堂 1.1 － －

オカムラ 4.1 － －

電気・ガス業（0.7％）

中部電力 3.8 － －

東北電力 － 8.1 9,153

九州電力 5.2 5.1 8,713

北海道電力 8.8 － －

陸運業（0.8％）

西日本旅客鉄道 5.2 5 14,972

山九 0.9 － －

ＳＧホールディングス 2.6 3.8 5,719

情報・通信業（7.6％）

野村総合研究所 2.5 7 36,085

ＱＰＳホールディングス － 3.9 10,409

スカパーＪＳＡＴ 9 8.9 28,213

ＫＤＤＩ 9.4 1.7 4,442

光通信 0.3 0.3 11,766

ＧＭＯインターネットグループ 2.7 2.7 8,804

ＫＡＤＯＫＡＷＡ 6.7 6.6 23,364

東宝 1 15.6 22,495

東映 － 2 11,440

コナミグループ － 0.6 12,132

ソフトバンクグループ 2.9 3.5 19,670

卸売業（6.2％）

伊藤忠商事 4.2 22.4 43,400

丸紅 6.1 6 35,448

豊田通商 3.2 3.2 19,766

三菱商事 － 1.4 6,644

サンリオ 1.7 23.6 23,463

ミスミグループ本社 3.5 8 24,720

銘 柄
期首(前期末) 期 末

株 数 株 数 評 価 額

小売業（4.4％）

パルグループホールディングス 3.9 8.4 13,213

ツルハホールディングス － 5.8 11,950

ＦＯＯＤ　＆　ＬＩＦＥ　ＣＯＭＰＡＮＩＥＳ 1.4 2.7 24,675

良品計画 1.3 1.3 4,877

パン・パシフィック・インター
ナショナルホールディングス 15 14.7 13,956

スギホールディングス 3.9 1.4 4,740

日本瓦斯 2.6 2.6 7,564

ファーストリテイリング 0.5 0.4 28,684

銀行業（12.0％）

楽天銀行 2.8 1.5 9,196

めぶきフィナンシャルグループ 17.2 16.9 21,032

東京きらぼしフィナンシャルグループ 3.9 3.9 44,070

ゆうちょ銀行 16 15.6 39,858

十六フィナンシャルグループ 4.8 23.3 45,644

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 38.7 37.8 105,613

群馬銀行 7.5 12.1 24,907

みずほフィナンシャルグループ － 0.8 5,290

証券、商品先物取引業（0.2％）

ＳＢＩホールディングス 0.6 － －

野村ホールディングス 4.8 4.5 5,991

保険業（1.9％）

ＳＯＭＰＯホールディングス 2.7 2.7 15,714

ソニーフィナンシャルグループ 18.3 － －

第一ライフグループ 6.7 6.5 9,340

東京海上ホールディングス 3.2 3 21,654

その他金融業（－）

オリックス 4.6 － －

不動産業（2.4％）

三菱地所 6.4 10.6 47,011

住友不動産 1.5 2.9 13,383

サービス業（2.3％）

カカクコム 2.3 2.2 4,666

オリエンタルランド 4.6 － －

ラウンドワン 6.5 － －

サイバーエージェント 6.1 6 7,923

リクルートホールディングス 5.9 3.8 30,221

リログループ 7.2 7 13,842

千株 千株 千円

合 計
株 数 ・ 金 額 602.8 676.6 2,473,223

銘 柄 数 <比 率> 108銘柄 109銘柄 <93.9％>

※銘柄欄の（　）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比

率。

※<　>内は、純資産総額に対する評価額の比率。
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三井住友・株式アナライザー・オープン

(2) 外国株式

銘 柄

期首(前期末) 期 末

業 種 等
株 数 株 数

評 価 額

外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

（アメリカ） 百株 百株 千アメリカ・ドル 千円

ALPHABET INC-CL A 9.41 9.41 312 49,782 メディア・娯楽

MICROSOFT CORP 3.89 3.89 164 26,269 ソフトウェア・サービス

小 計
株 数 ・ 金 額 13.3 13.3 477 76,051

銘 柄 数 <比 率> 2銘柄 2銘柄 － <2.9％>

合 計
株 数 ・ 金 額 13.3 13.3 － 76,051

銘 柄 数 <比 率> 2銘柄 2銘柄 － <2.9％>

※邦貨換算金額は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

※<　>内は、純資産総額に対する各国別株式評価額の比率。

※銘柄コードの変更等、管理上の都合により同一銘柄であっても別銘柄として記載されている場合があります。

投資信託財産の構成� （2026年４月22日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 2,549,274 90.0

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 283,670 10.0

投 資 信 託 財 産 総 額 2,832,945 100.0

※期末における外貨建資産（76,787千円）の投資信託財産総額（2,832,945千円）に対する比率は2.7％です。

※外貨建資産は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは、１

アメリカ・ドル＝159.21円です。
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三井住友・株式アナライザー・オープン

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2026年４月22日現在）

項 目 期 末

(A) 資 産 2,916,940,365円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 148,335,740

株 式(評価額) 2,549,274,981

未 収 入 金 199,622,412

未 収 配 当 金 19,707,232

(B) 負 債 282,658,969

未 払 金 188,125,990

未 払 収 益 分 配 金 79,608,983

未 払 解 約 金 1,442,247

未 払 信 託 報 酬 13,428,118

そ の 他 未 払 費 用 53,631

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 2,634,281,396

元 本 1,502,056,301

次 期 繰 越 損 益 金 1,132,225,095

(D) 受 益 権 総 口 数 1,502,056,301口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 17,538円

※当期における期首元本額1,500,685,915円、期中追加設定元本額

34,310,606円、期中一部解約元本額32,940,220円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2025年10月23日　至2026年４月22日）

項 目 当 期
(A) 配 当 等 収 益 23,593,864円

受 取 配 当 金 23,281,766
受 取 利 息 79,105
そ の 他 収 益 金 232,993

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 498,107,940
売 買 益 641,616,798
売 買 損 △  143,508,858

(C) 信 託 報 酬 等 △   13,492,520
(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 508,209,284
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 797,186,024
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 △   93,561,230

(配 当 等 相 当 額) (　  140,727,772)
(売 買 損 益 相 当 額) (△  234,289,002)

(G) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 1,211,834,078
(H) 収 益 分 配 金 △   79,608,983

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 1,132,225,095
追 加 信 託 差 損 益 金 △   93,561,230
(配 当 等 相 当 額) (　  140,727,772)
(売 買 損 益 相 当 額) (△  234,289,002)
分 配 準 備 積 立 金 1,225,786,325

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公

社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※分配金の計算過程は以下の通りです。

当 期
(a) 経費控除後の配当等収益 22,984,002円
(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 485,225,282
(c) 収益調整金 140,727,772
(d) 分配準備積立金 797,186,024
(e) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 1,446,123,080

１万口当たり当期分配対象額 9,627.62
(f) 分配金 79,608,983

１万口当たり分配金 530

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。

分配金のお知らせ

１万口当たり分配金（税引前）
当 期

530円
※分配金は、分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額「普通分配金」となり課税されます。分配後の基準価額が個別元

本を下回る場合は下回る部分が「元本払戻金（特別分配金）」となり非課税、残りの部分が「普通分配金」となります。
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